
●神奈川県道路交通法関係手数料条例（改正）
高齢運転者対策の充実・強化などを規定した道路交
通法の一部改正等に伴い、神奈川県道路交通法関係手
数料条例で定める運転免許に関する手数料の条例案を
審議し、改正を行いました。

●神奈川県青少年保護育成条例（改正）
民法の一部改正により、婚姻による成年擬制が廃止
されたことに伴い、青少年の定義などについて、条例
案を審議し、改正を行いました。

可決した
主な条例案の
概要

あいさつをする小島議長

３月13日に厚木児童相談所の竣工式が行われ、小島議長が出席しました。
　厚木児童相談所は、児童福祉法に基づき設置されている行政機関です
が、築50年が経過し、老朽化のため建て替えられ、一時保護所を含む、新
しい施設が完成しました。
　議長は「この新たな厚木児童相談所に、地域の児童福祉の拠点となって
もらいたい」とあいさつしました。

厚木児童相談所竣工式に出席

● 令和４年度
　当初予算案及び
　予算関係議案の
　審査（４・５面）

（3月14日～17日）

● 知事提案説明
● 議案等の採決（６・７面）

（3月23日・25日）

● 調査（５面）

（3月10日・24日）

● 議案等の審査（４面）

（3月1日～3月18日）
● 知事提案説明
● 代表質問（２面）
● 一般質問（３面）
● 議案の審査（４面）
● 議案の採決（６面）

（2月10日～3月7日）
本会議など本会議など

● 知事提案説明
● 議案の審査
● 議案の採決（６面）

（1月21日）

主な活動 第1回臨時会・第1回定例会

予算委員会予算委員会 本会議本会議特別委員会特別委員会常任委員会常任委員会本会議など本会議など

第1回臨時会 第1回定例会

新型コロナウイルス感染症に関するまん延防止等重点措
置の適用を受け、１月21日に令和４年第１回神奈川県議会
臨時会が開かれ、県からの要請に応じた事業者に協力金を
交付するための総額411億2,600余万円の令和３年度１月
補正予算を可決しました。　

　令和４年第１回神奈川県議会定例会は、２月10日から３月
25日まで開かれました。
　２月14日及び３月７日には、新型コロナウイルス感染症に
関するまん延防止等重点措置の期間延長を踏まえ、県からの
要請に応じた事業者に協力金を交付するための総額605億
1,000余万円の補正予算を可決しました。
３月23日には、国の「令和３年度補正予算（第１号）」が成
立したことを受け、県立学校や私立学校等における感染症
対策の強化や、不妊に悩む方への特定治療の支援などの総
額359億500余万円の令和３年度２月補正予算（その２）を

令和４年第１回臨時会を開催

「『いのち』と『暮らし』を守り、
新しい日常へ」などを可決

令和４年度当初予算

含む令和３年度補正予算を可決しました。
このほか、神奈川県道路交通法関係手数料条例の改正な
どの令和３年度関係議案を可決しました。
　３月25日には、「『いのち』と『暮らし』を守り、新しい日常へ」
として編成された、総額4兆6,185億8,500余万円の令和４
年度当初予算を可決しました。
　このほか、神奈川県青少年保護育成条例の改正などの令
和４年度関係議案を可決しました。

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額 対前年度比区　分

令和４年度当初予算の規模

一般会計

特別会計

企業会計

総　　額

114.5％

103.4％

105.4％

108.8％

2兆3,448億円

2兆1,162億円

 1,574億円

4兆6,185億円

2兆 484億円

2兆  474億円

1,493億円

4兆2,452億円

（注）この表は、億円未満を切り捨てて表示したため、総額に一致しません。
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神奈川県議会

神奈川県議会フェイスブック公式アカウント みなさまのフォローをお待ちしております！

緑のハートのマーク　　は、県議会のマークです。緑は神奈川県の自然を表し、開かれたハートは、県議会の活動で県民の皆さまの心を一つにつなぎたいという、願いが込められています。

令和4年（2022年）
5月10日（火）発行No.174令和4年第1回臨時会（1月21日）

令和4年第1回定例会 2月10日から
3月25日まで

1本会議、各委員会の模様は、インターネット中継でもご覧いただけます。 　https://kanagawa-pref.stream.jfit.co.jp/



令和３年度改定の「かながわ水産業
活性化指針」を踏まえ、本県水産業の
振興を、体制の強化も含め、どう取り組
んでいくのか、知事の見解を伺う。
環境の変化や国の改革を踏まえ、本

県水産業の成長産業化にさらに取り組
む必要があり、漁業所得の向上に重点
的に取り組む。また、国と連携し、施策
を戦略的に考えていくため、水産庁との
人事交流を進めるとともに、令和４年度
から農政部を「農水産部」とする。

交番機能と機動力を備えたアクティ
ブ交番の特性を生かし、地域の安全・
安心確保に努めている。また、交番の統
合は、社会情勢や犯罪情勢の変化に応
じた見直しを検討することも必要であり、
交番等を持続的に機能させるための統
合について、地域住民の理解と協力を
得られるよう取り組んでいく。

代 表 質 問 紙面の都合上、質問・答弁の一部を掲載しています。詳しくは、５月中旬発行予定の神奈川県議会会議録をご覧ください。
2月16日水・17日木・18日金2月16日水・17日木・18日金 会派名・選挙区は、質問時点のものです。

質問順は左上から下に続きます。

https://kanagawa-pref.stream.jfit.co.jp/?tpl=gikai_list&kaigi_id=1

代表質問、一般質問の模様は、
インターネット中継でもご覧いただけます。インターネット

中継のご案内加藤 元弥
かとう もとや

自民党
横浜市西区

令和４年度の県税収入を、実質ベー
スで前年度当初予算額を1,380億円上
回る見通しとしたが、どう見込んだのか。
また、令和４年度当初予算の編成の考
え方について、知事の見解を伺う。
企業収益、輸入額や金融所得の伸び

から、県税と地方譲与税等の増収を見込
み、市町村に支払う税交付金等を差し引
いた実質ベースの税収は１兆1,128億
円と見込んだ。また、県民の「いのち」と
「暮らし」を守り、新しい日常を切り開い
ていくための予算を編成した。
アクティブ交番※1の状況と
交番等整備基本計画の進め方

新たな水産振興施策の推進

特別自治市※2構想、地域防犯カメラ設置事業、
子どもの貧困への取り組み、ケアラー※3支援、
特別支援学校の整備などについて質問しました。

このほか神奈川県警察交番等整備基本計画
に基づく交番の統合後の治安対策で導
入されたアクティブ交番の活動状況と、

県税収入見込みと予算編成方針

オミクロン株の特性のデータを示
し、亡くなられた方や重症化された方
の傾向を明らかにして、「見える化」す
べきと考えるが、知事の所見を伺う。
死亡者について、県が把握している

データを分析し、その傾向を公表しよう
と考えている。また、重症患者について
も、県がデータを把握できる県所管域
分について、発症時の症状を集計し、そ

県が設置した研究会の提言を踏まえ、
指定都市との行政課題の解決に向け、
どう取り組むのか、知事の所見を伺う。
研究会の提言を踏まえ、個別の事業

に限らず、幅広い施策分野において、住
民目線の行政はどうあるべきか、県と指
定都市の役割分担、効率的・効果的な
施策のあり方などを総合的に議論する
実務レベルでの会議を新たに設けるこ
とを、指定都市側に働き掛ける。

県と指定都市の行政課題解決

今後の財政運営、感染症対策に係る都道府県の
権限強化、県立高校における個別最適な学びの
充実などについて質問しました。

このほか

新型コロナウイルス感染症に
関する情報の見える化

作山ゆうすけ
さくやま

立憲民主党・民権クラブ
横浜市中区

県として、オリンピックのレガシー※8

を残す視点をもって取り組むべきと考
えるが、今後、跡地をどう活用していく
のか、知事の見解を伺う。
跡地２万平方㍍の一部約５千平方㍍

は、湘南港に編入し、セーリング競技大
会開催時はコンテナ置場等とし、通常
時は有料駐車場として活用する。１万５
千平方㍍は、民間事業者に売却又は貸

中高年のひきこもり支援を担う市
町村が適切に対応できるよう、具体的
にどう支援し、連携して取り組んでいく
のか、知事の見解を伺う。
令和４年度から、ひきこもり地域支

援センターに医師や弁護士等の多職種
による支援チームを新設し、市町村の
支援を強化していく。また、介護や障が
い、生活困窮など様々な分野の連携に
よる支援が重要なため、連携体制づくり
のアドバイザーを新たに市町村に派遣
していく。

中高年のひきこもり支援

県立高校改革実施計画(Ⅲ期)、急傾斜地崩壊対
策事業、県警察組織の見直しと女性警察官の割合
拡大、海洋ツーリズムなどについて質問しました。

このほか

東京2020大会後の
かながわ女性センター跡地の利活用

おざわ 良央
よしなか

自民党
小田原市

多くの混乱を招いている自主療養は
改めるべきであり、また、少なくとも法定
の発生届と同様の効力が生じるシステ
ムにすべきだが、知事の見解を伺う。
自主療養届については、引き続き周

知に努めていく。自主療養者数を含め

毎年、市長会や町村会から対象年
齢引き上げの要望があり、制度の拡充
を図るべきだが、知事の見解を伺う。
現行制度を維持していくことが重要

であると考えている。また、国の社会保
障制度に位置付けられるべきものと考
えており、引き続き国へ要望していく。

小児医療費助成制度の拡充

障がい福祉に係る条例制定、障がい者福祉に係
る地域でのサービス提供体制の充実、省エネ対
策などについて質問しました。

このほか

新型コロナウイルス感染症の
自主療養

井坂 新哉
いさか しんや

共産党
横須賀市

生活困窮者対策推進本部にて、こ
れまでどう取り組んだのか、生活困窮
者支援をどう進めていくのか、知事に
伺う。
相談体制の強化などの公助や、企

業等の支援による共助を進めてきた。
来年度は子ども食堂のネットワーク化

公立小学校における指導体制の充
実にどう取り組むのか、教育長に伺う。
来年度、教科担任制を導入する各地

域の推進協力校へ担当教員21名を配
置予定で、政令市を除く全公立小学校に
配置のスクール・サポート・スタッフ※7

の配置時間を増やし、学習支援等を行う
学生を増やせるよう大学へ働き掛ける。

公立小学校の指導体制の充実

看護師の確保、三浦半島地域活性化の今後の展
開、コロナ禍における一次産業支援・肉用牛振
興などについて質問しました。

このほか

生活困窮者対策

近藤 大輔
こんどう だいすけ

かながわ県民・民主フォーラム
逗子市・葉山町

県立がんセンターにおけるがんゲノ
ム医療の推進について、どう取り組んで
いるのか。また、今後どう取り組むのか、
知事の所見を伺う。
院内に「がんゲノム診療センター」

を設置し、医療体制を強化している。こ
れまでの実績から的確な治療法が提案
できる体制が整ったため、令和４年４月

県営団地のコミュニティ活力の向
上に向けて、大学生の入居について、
どう取り組むのか、知事の所見を伺う。
申込資格を満たしていない場合で

も例外的に地域活動に関心を持つ大学
生が入居できるよう国と調整を進め、通
常より低廉な家賃で県営団地に入居す
る仕組みを構築する。来年度は、まず
一つの団地で試行し、順次、広げていく。

県営団地への大学生の入居

夜間中学、依存症対策、障がい者の差別解消に
関する条例の制定、令和６年度以降の県営電気
事業の売電方法などについて質問しました。

このほか

県立がんセンターにおける
がんゲノム医療※4の推進

亀井たかつぐ
かめい

公明党
横須賀市

検索神奈川県議会　ネット中継

新型コロナウイルス感染症対策事業
における不適切事案へ厳格な対応をす
ることについて、知事の所見を伺う。
例えば、飲食店向け協力金では、要

件を満たさず協力金の支給を受けてい
た事案には返還請求を行い、応じない

新型コロナウイルス感染症による
犯罪情勢の変化を踏まえ、犯罪抑止対
策について、警察本部長の所見を伺う。
犯罪発生状況の把握や分析を行い、

発生が予想される犯罪に対して、自治
体を始めとした関係機関・団体等と連
携し、先制的な対策を展開している。

～犯罪抑止対策の取り組み～

新型コロナウイルス感染症対策に投入する行政資
源、国立病院に期待する役割、県加入の保険、全国
瞬時警報システム※6などについて質問しました。

このほか

コロナ禍への対応
～感染症対策事業の不適切事案～

相原 高広
あいはら たかひろ

県政会
川崎市麻生区

学校だけでは解決困難な問題につ
いて、教育委員会への相談はどのくらい
あるのか。第三者的機関等の設置を検討
すべきと考えるが、教育長の所見を伺う。

今後、フェーズ※9に合わせた宿泊療
養施設確保に向けた取り組みを行うべ
きと考えるが、知事の所見を伺う。
長期借り上げを前提とした確保に努

め、感染状況が落ち着いている時には、
休館し、フェーズに応じた運営を行う。

新型コロナウイルス感染症対策の
宿泊療養施設確保

民生委員改選期に向けた取り組み、適切な残土
処分施策、利便性の高い公共交通サービス確保
に向けた取り組みなどについて質問しました。

このほか

学校問題解決に向けた支援

石川 裕憲
いしかわ ひろのり

立憲民主党・民権クラブ
川崎市麻生区

問

問

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

問

答

答

答

問

答

問

答

問

答

同計画の進め方について、警察本部長
の見解を伺う。

の年代などの傾向を公表する。さらに、
国の専門家会議などで公表されるデー
タについて積極的に発信していく。

から保険適用外の初期段階からの遺伝
子パネル検査※5も開始する。

場合には訴訟も視野に対応する。また、
時短営業に応じない飲食店には、法に
基づき裁判所に過料通知を行っている。

て新規陽性者数を発表しており、効力
については、民間の保険請求に利用可
能とするよう国に働き掛けている。

支援など公助を一層進める。また、ＮPＯ
などとの共助の拡大を検討する。

し付け、利活用を図りたい。

学校や保護者等から、年間で延べ
１万件を超える相談がある。学校支援
課には、法曹有資格者等の外部人材を

配置し、客観的な視点から必要な助言・
支援を行っており、引き続き現行の体制
による対応を着実に進めていく。

2

議会かながわ 令和4年 第1回臨時会・第1回定例会

※新型コロナウイルス感染症対策として演壇に設置したアクリル板が、写真に写り込んでいます。



一 般 質 問 紙面の都合上、質問・答弁の一部を掲載しています。詳しくは、５月中旬発行予定の神奈川県議会会議録をご覧ください。

会派名・選挙区は、質問時点のものです。
質問順は左上から下に続きます。

ながとも

2月22日火・24日木・25日金2月22日火・24日木・25日金

※１　アクティブ交番  
神奈川県警察交番等整備基本計画に基づき、統合する交番の統合後の治安対策として、

地域住民の方々の安全・安心を高めるために導入する車両のこと。
※2　特別自治市
　大都市の市域における、広域自治体・基礎自治体という従来の二層制の自治構造を廃止し、
現行制度で国や道府県の事務とされているものも含め、基本的に地方が行うべき事務の全て
を大都市が一元的に担う制度のこと。
※3　ケアラー
　介護・看護等、ケアの必要な家族や近親者に対して無償で援助を行っている人のこと。
※4　がんゲノム医療
　がん細胞の遺伝子情報をもとに最適な治療薬をマッチングする医療のこと。
※5　遺伝子パネル検査
　数百種類のがんに関わる遺伝子について、がん組織での異常を一度に調べ、その遺伝子異
常に対応した治療薬を探すための検査のこと。
※6　全国瞬時警報システム
　弾道ミサイル攻撃に関する情報や緊急地震速報、津波警報、気象警報などの緊急情報を、
人工衛星及び地上回線を通じて全国の都道府県、市町村等に送信し、市町村防災行政無線
（同報系）等を自動起動することにより、人手を介さず瞬時に住民等に伝達するシステムのこと。
※7　スクール・サポート・スタッフ
　教員が児童・生徒への指導や教材研究に注力できる体制を整備するため、採点業務など教
員が行う業務を補助する職員のこと。
※8　レガシー
　「遺産」という意味の英語で、東京2020大会では、「スポーツ・健康」をはじめとした五つ
の分野における成果を未来へつなげる（レガシー）ための取り組みがある。
※9　フェーズ
　県内の新規発生患者数や入院患者数の増減状況に応じて６段階に分けた病床確保数の区分
（病床確保フェーズ）のこと。

※10　インクルーシブ教育
　共生社会の実現に向け、障がいの有無によらず、できるだけすべての子どもが同じ場で共に学ぶ
仕組みのこと。
※11　リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
　「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、1994年にカイロで開催された国際人口開発会議にお
いて提唱された概念のこと。
※12　アドベンチャーツーリズム
　「自然」、「アクティビティ」、「文化体験」の３要素のうち２つ以上で構成される旅行のこと。
※13　パラスポーツ
　障がいのある人が行うスポーツのこと。
※14　ケアリーバー
　虐待や貧困などのため親元で暮らすことができず、児童養護施設や里親家庭などで育ったことが
ある、社会的養護経験者のこと。
※15　アンコンシャス・バイアス
　無意識の思い込み、無意識での物事の捉え方への偏り、決めつけ等のこと。
※16　ＢＣＰ
　企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害
を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行
うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。
※17 ＰＦＩ
　Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力、
技術的能力を活用して行う手法のこと。
※18　ソーシャルメディア
　インターネットを利用して誰でも手軽に情報を発信し、相互のやりとりができる双方向のメディア
のこと。
※19　建設キャリアアップシステム
　技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇される建設業を目指して、技能者の資格や現場での就
業履歴等を登録・蓄積し、能力評価につなげる仕組みのこと。

用語解説用語解説 ３
面

２
面

高齢者の移動手段の確保、動物愛護管理行政の進め方、海岸
ごみ削減に向けた県内自治体との連携などについて質問しました。
このほか

問

自民党
茅ヶ崎市永田  てるじ

ながた

茅ヶ崎海岸沿いの道路における
歩行者等の通行環境

インクルーシブ教育※10の推進、県西部の治水対策、教員免許更
新制の発展的解消に伴う県教育委員会の対応などについて質問しました。
このほか

「ドローン前提社会」の実現に向けて、今後どう取り組
もうと考えているのか、知事の所見を伺う。
ドローン本体の機能を実証できるフィールドの提供につ

いて、市町村と連携し、事業者に提供しうる実証フィールド
を一覧化するなど、橋渡しを進める。さらに、これまで取り組
んだモデル事業の成果を関係者間で共有することで、社会
実装を着実に進める。

問

答

公明党
平塚市藤井  深介

ふじい しんすけ

「ドローン前提社会」に向けた
今後の取り組み

児童相談所一時保護所の学習支援、栽培漁業、工事検査書類
作成の負担軽減、自転車の交通指導取締りなどについて質問しました。
このほか

手続きやスケジュール、活用後の転売防止や施設の
バリアフリー化の公募条件について、総務局長の見解を伺う。
事業者は、公募プロポーザル方式により、県、市、外部

有識者による選定評価委員会の評価結果をもとに県が選定
する。令和４年度早期の公募後、年度末までに契約し、売買
契約書には10年間の用途指定と転売禁止条項を規定する。
施設のバリアフリー化も積極的に評価していく。

問

答

県政会
藤沢市松長  泰幸

まつなが やすゆき

江の島のかながわ女性センター
跡地の民間活用

介護保険制度における補足給付見直し、高齢者の補聴器購入
補助、県営住宅の家賃減免等支援などについて質問しました。
このほか

研究会を立ち上げて性教育のあり方を見直し、包括的
な性教育を追求すべきと考えるが、教育長の見解を伺う。
外部有識者の意見を頂きながら改訂を進める、教員

向け「性教育指導の手引き」に、学習指導要領に沿った指導
内容に加え、多面的な指導事例を盛り込む。手引は令和４年
度からの全県指導主事会議等で周知し、各学校での活用状
況等を把握し、その後の指導に生かしていく。

問

答

共産党
横浜市港北区大山  奈々子

おおやま ななこ

リプロダクティブ・ヘルス／
ライツ※11尊重の包括的性教育

周遊性向上による宮ヶ瀬湖周辺地域活性化、持続可能な農業
に向けた優良農地保全、多機能型福祉拠点などについて質問しました。
このほか

アドベンチャーツーリズムを含め、地域資源を活用した
観光客の消費額増加や満足度向上につながる取り組みを
推進すべきと考えるが、知事の見解を伺う。
発掘し、磨き上げてきた観光資源活用のモデルコース

を作成し情報発信する。また、観光客受入環境整備費補助
金の拡充による観光コンテンツを開発する民間事業者の支
援や専門性の高いガイド人材の育成・認定に取り組む。

問

答

かながわ県民・民主フォーラム
愛川町・清川村佐藤 けいすけ

さとう

アドベンチャーツーリズム※12等の推進

中学校での持続可能な部活動への取り組み、大地震への備
え、犬猫へのマイクロチップ装着等の義務化などについて質問しました。
このほか

山岳スポーツセンターにおけるパラクライミングの普及
とともに、パラスポーツの推進に向けた取り組みについて、
知事の見解を伺う。
山岳スポーツセンターを拠点に、全国規模の大会誘致

への働き掛けを行うなど、パラクライミングを普及してい
く。また、体験会等への指導者派遣の拡充など、様々なパラ
スポーツに実際に挑戦できる機会を広げていく。

問

答

自民党
秦野市加藤  ごう

かとう

パラクライミングをはじめとした
パラスポーツ※13推進

こどもホスピス、神奈川の塔、教員志願者の確保、脊柱側弯
症に係る学校健診などについて質問しました。
このほか

ＮＨＫ連続テレビ小説「ちむどんどん」放送を契機とした
観光振興について、国際文化観光局長の見解を伺う。
本作の舞台の一つが横浜市鶴見区であり、京浜臨海部

の観光振興につなげていきたい。今年度、鶴見を中心に東
海道の名所旧跡を切り口としたモデルコースの開発を検討
しており、そこに鶴見の沖縄タウンを盛り込んでいく。併せ
て魅力的な観光スポットを情報発信していく。

問

答

立憲民主党・民権クラブ
横浜市鶴見区ためや 義隆

よしたか

「ちむどんどん」放送を
契機とした観光振興

大規模災害時の災害救助実施体制、女性スポーツ推進、鳥イ
ンフルエンザ対策、警察施設の整備方針などについて質問しました。
このほか

県庁東庁舎の運営事業者の再募集について、今後どう
取り組んでいくのか、知事の見解を伺う。
東庁舎完成後１年以上、空き店舗の状態が続いており、

県有財産の有効活用の観点から望ましいことではない。そ
こで、再募集を行うこととし、外食産業の厳しい状況を見据
え、多くの事業者が応募できる募集条件を検討し、今年度
中にも再募集を開始したい。

問

答

自民党
相模原市南区細谷  政幸

ほそや まさゆき

県庁東庁舎のカフェ、
レストラン事業者の再募集

アンコンシャス・バイアス※15の解消をはじめとした意識
改革、浜岡原子力発電所の広域避難などについて質問しました。
このほか

ケアリーバーへの自立支援として、自立援助ホームの
拡充や企業を含め民間団体とのさらなる連携を進めていく
べきと考えるが、福祉子どもみらい局長の見解を伺う。
社会的養護の知見を有する社会福祉法人等に自立援助

ホームの設置を働き掛け、充実を図っていく。また、ケアリー
バーについて、企業や生活困窮者の自立支援団体などの
ネットワークをさらに強化し支援に取り組む。

問

答

立憲民主党・民権クラブ
茅ヶ崎市くさか 景子

けいこ

ケアリーバー※14への自立支援

米軍根岸住宅地区返還への取り組み、小児がん治療後の晩期
合併症の周知、県立図書館のPRなどについて質問しました。
このほか

コロナ禍での中小企業のＢＣＰ※16策定支援を、知事に伺う。
事業継続への対応を自ら確認できるチェックリストを作

成、公開し、各経済団体を通じ、策定と点検を呼び掛けた。
今後、策定マニュアルの県ホームページをリニューアルし、
中小企業が取り組みやすくする。また、県と連携協定を締結
している損害保険会社と協力し、感染症にも対応したＢＣＰ
啓発リーフレットを作成し、配布する。

問
答

自民党
横浜市南区新堀  史明

しんぼり ふみあき

コロナ禍での中小企業の
事業継続計画策定支援

県立がんセンターの次期総長への期待、神奈川県住宅供給公
社の自立化、投票環境の整備などについて質問しました。
このほか

二俣川地区県有地利活用計画に基づく事業の完了が見
えてきた状況において、成果について、知事の見解を伺う。
県有資産の有効活用では、延床面積の増加など県有地

の高度利用ができた。県民の利便性の向上では、施設のバ
リアフリー化や地域の交通渋滞を大幅緩和させた。財政支
出の軽減と民間活力の導入では、PFI※17事業の実施で約
208億円のコスト削減ができた。

問

答

自民党
横浜市旭区いそもと 桂太郎

けいたろう

二俣川地区県有地
利活用計画の成果

宅配便の再配達防止、建設キャリアアップシステム※19の
普及・利用促進、県立高校図書館の充実などについて質問しました。
このほか

ソーシャルメディアの活用について、これまでの取り組み
状況をどう捉えているのか。また、今後、どう進めていこう
と考えているのか、知事の見解を伺う。
ツイッターの活用状況を調査し、活用が進んでいない

アカウントの廃止、統合を検討し、他のソーシャルメディア
も順次点検する。さらに全庁の担当者向けに情報発信手法
の研修を開催し、質の向上を図っていく。

問

答

自民党
川崎市幸区田中  徳一郎

たなか とくいちろう

ソーシャルメディア※18を
活用した広報

茅ヶ崎海岸沿いのサイクリングロードの堆砂対策や
国道134号の歩道の有効幅員の確保にどう取り組むのか。
また、茅ヶ崎中海岸のサイクリングロードの直線化と水路
の暗渠化が必要と考えるが、県土整備局長の見解を伺う。

きょ

答 堆砂対策に柵の二重化、幅員の確保に砂防林の定期
的な剪定を行う。また、屈曲部の直線化と水路の暗渠化に
は既に検討に着手しており、市と精力的に調整を進める。

せん
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※２面・３面では、「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会」を東京2020大会と記載しています。



常任委員会で質疑された主な項目常任委員会で質疑された主な項目

　第１回定例会では、令和４年度の予算とその関係議案を審査する
予算委員会が３月14日、15日、16日、17日の４日間にわたって開催
されました。
その主な質疑と答弁の要旨、質疑に関連した事業の概要を掲載します。

全文は、「令和４年第１回神奈川県議会定例会予算委員会記録」
（５月中旬県議会ホームページ公開予定）をご覧ください。

3月14日月・
15日 火・16日水・
17日 木

予算委員会

　  当事者目線の障がい福祉の実現に向けた、県立施設での取り組みや意思
決定支援の普及、条例の制定等、様々な形での当事者目線の障がい福祉の
推進について伺う。
　  オール神奈川で取り組むため、条例の制定作業を進めながら、県立障害
者支援施設が率先して取り組み、障がい当事者の望みや願いを第一に考え
る当事者目線の障がい福祉の実現に向けてまい進していく。

健康長寿

主
な
事
業

問

答

　  ケアラー※2・ヤングケアラー※3の支援に、今後、どう取り組んでいくのか。
　  専門相談窓口の設置やケアラー支援専門医の配置などの予算を新たに
計上した。蓄積した事例やノウハウを市町村と共有し、地域での相談や支援
が可能となるよう取り組んでいく。知事を本部長とする生活困窮者対策推
進本部がリーダーシップをとり、市町村やＮＰＯ等と連携しながら、支援を
充実させる。

コロナ禍における生活困窮者対策

主
な
事
業

問
答

　  私立高等学校等生徒学費補助における多子世帯への支援の拡充及び
今後の学費補助の拡充について、所見を伺う。 
　  今回の拡充で、より多くの生徒が進学できることを期待している。また、
家庭の経済状況にかかわらず、ひとしく教育を受けられる環境づくりのた
め、引き続き、関係団体と意見交換を行い、財政状況を見極めながら、効果
的な支援策を検討していく。

ひとのチカラ
問

答

　  県職員について、４月から不妊治療休暇が新設される。不妊治療と仕事
の両立を社会全体で進めるため、民間企業においても、休暇制度の導入を図
る必要があるが、どう取り組んでいくのか。
　  企業の労務管理者等を対象としたセミナーや経済団体を通じて、事業
主に不妊治療のための特別な休暇制度創設を働き掛けるなど、民間企業に
おける、不妊治療に専念できる職場づくりを促進させる。

問

答

　  令和４年度当初予算の基本的な考え方について伺う。
　  県民のいのちと暮らしを守り、新しい日常を切り開いていくための予算
とした。コロナ対策については、医療提供体制の継続と経済の回復に向けた
支援を両立させ、県民生活に直結する事業も着実に推進する。また、令和３
年度の税収増を活用し、生活困窮者対策など新たな課題にも取り組み、急傾
斜地崩壊対策などインフラ整備も加速化させる。

県政全般
問
答

　  今後、新たな感染症に対する基本計画を作成し、緊急時には、即時に対応
できる体制の構築が必要と考えるが、所見を伺う。
　  次期保健医療計画に、新興感染症を念頭に置いた病床機能の配分や医
療機関の役割分担などの観点を盛り込む必要がある。また、緊急時に即応
できるよう、職員の配置や人材派遣会社の活用など、柔軟に対応できる体制
の構築を進めていく。

新型コロナウイルス感染症対策

主
な
事
業

問

答

総 務 政 策
常任 委 員 会

　「マスク飲食実施店」認証業務での虚偽の現地
確認報告、ウクライナ情勢への対応、ヘルスケア・
ニューフロンティア※5の推進、ＳＤＧｓ（持続可能な
開発目標）の推進、宮ヶ瀬湖周辺地域活性化推進
事業などについて質疑を行いました。

環 境 農 政
常任 委 員 会

　森林環境譲与税、第８次神奈川県栽培漁業基
本計画、地球温暖化対策計画、環境基本計画進捗
状況点検、循環型社会づくり計画などについて質
疑を行いました。

建 設・企 業
常任 委 員 会

　かながわ女性センター跡地の利活用、村岡・深
沢地区におけるまちづくりの促進、水道管路更新
の推進、企業庁業務のＤＸ※7推進に向けた取り組
みなどについて質疑を行いました。

防 災 警 察
常任 委 員 会

　地域防災計画、まん延防止等重点措置
の延長に伴う県の対応、高齢運転者対策、
警察署の建て替えなどについて質疑を行
いました。

厚 生
常任 委 員 会

　まん延防止等重点措置の延長に係る今後の県
の対応、新型コロナウイルス感染症対策、大和市
で発生した児童虐待死亡事件、（仮称）当事者目
線の障がい福祉推進条例、障がい福祉計画など
について質疑を行いました。

国際文化観光・スポーツ
常任 委 員 会

ウクライナ情勢への対応、かながわパラスポー
ツ※6の推進、ＮＨＫ大河ドラマ「鎌倉殿の13人」の
機会を捉えたプロモーション、スポーツ活動の環
境整備などについて質疑を行いました。

産 業 労 働
常任 委 員 会

　新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の
交付、企業誘致施策の取り組み状況、ウクライナ
情勢への対応、感染症対策ロボットの開発支援な
どについて質疑を行いました。

文 教
常任 委 員 会

　インクルーシブ教育※8の推進、公立高等学校入
学者選抜制度の検証等の状況、Ｗｅｂ合格発表にお
けるシステム障害、中学校夜間学級の運営支援、１
人１台端末の導入に伴うＩＣＴ環境の整備などにつ
いて質疑を行いました。

主
な
事
業

母子家庭等就業支援事業費
私立高等学校等生徒学費補助の充実
県立高校の教育環境整備
医療的ケア※1児支援のための環境整備

1,527万円
36億8,987万円
18億4,229万円
1億3,875万円

子ども食堂支援事業費
女性電話相談の体制強化
ケアラー・ヤングケアラーへの支援
介護の担い手の拡充

1,076万円
 7,690万円
5,229万円

2億2,989万円

回復期病床等転換施設整備費補助
がん医療提供体制の充実
施設利用者の質の高い生活の確保
ねんりんピック※4かながわ2022の開催

10億4,613万円 
5億2,800万円

2,095万円
10億2,401万円

新型コロナウイルスワクチン接種促進事業費
福祉施設における感染拡大防止設備の導入に対する補助
コロナ禍で影響を受けた中小企業等への補助
看護・介護等従事者の処遇改善のための支援

52億6,616万円
19億6,375万円
79億2,529万円
96億2,151万円

4 予算委員会、常任委員会、特別委員会の模様は、インターネット中継でもご覧いただけます。
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特別委員会で質疑された主な項目特別委員会で質疑された主な項目
※１　医療的ケア
　たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流し込む経管栄養
など、在宅で家族が日常的に行っている医療的介助行為のことで、
医療行為と区別している。
※2　ケアラー
介護・看護等、ケアの必要な家族や近親者に対して無償で

援助を行っている人のこと。
※3　ヤングケアラー
　病気や障がいのある親、祖父母、兄弟等の家族を介護する若
者のこと。
※4　ねんりんピック
　全国健康福祉祭の愛称。主に60歳以上の高齢者を中心とした
健康と福祉の祭典のこと。スポーツや文化種目など多彩なイベン
トが催され、今年は神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市等の主催で、
神奈川県内で初めて開催する。
※5　ヘルスケア・ニューフロンティア
　「最先端医療・最新技術の追求」と「未病の改善」の二つのア
プローチを融合させた取り組みを進めることで、健康寿命の延伸
と新たな市場・産業の創出を目指す県の政策のこと。
※6　かながわパラスポーツ
　すべての人が、自分の運動機能を生かして、同じように楽しみ
ながらスポーツを「する」、「観る」、「支える」こと。
※7　ＤＸ
　Digital Transformationの略。データとデジタル技術を活用
した抜本的な変革により、生活様式を向上させるという考えのこと。
※8　インクルーシブ教育
　共生社会の実現に向け、障がいの有無によらず、できるだけ
すべての子どもが同じ場で共に学ぶ仕組みのこと。
※9 Ｖ２Ｈ設備
Ｖ２Ｈは”Vehicle to Home”の略称で、ＥＶ（Electric Vehicle）等に
搭載された電池から家庭（Home)に電力を供給できる機能のこと。
※10　線引き見直し
線引きは、おおむね10年後の将来人口予測のもと、都市計画

区域について「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」など
を都市計画に定めるとともに、無秩序な市街化を防止するため、
都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分するもので、
都市計画の根幹をなすものであり、これらの都市計画を見直すこと。

用語解説用語解説 5
面

4
面

　  村岡新駅（仮称）設置と一体の区画整理事業が進むが、駅がなくてもまち
づくりは可能であり、地域住民の反対の声もある。駅設置ありきで、住民置き
去りの新駅設置はやめるべきだが、見解を伺う。
　  村岡・深沢地区は、かながわグランドデザインで新駅を中心に最先端のイノ
ベーション拠点を形成する地区と位置づけている。まちづくりの上で必要な新駅
の実現に向け、ＪＲ東日本、藤沢市、鎌倉市と連携して取り組みを進めていく。

まちづくり

主
な
事
業

問

答

　  セキュリティの脅威が日々生み出されている現在の状況において、ＤＸ※7

を推進しつつ、情報セキュリティ対策に取り組む必要があると考えるが、見解
を伺う。
　  神奈川情報セキュリティクラウドを中心とした十分な対策を行っているが、
サイバー攻撃は日々複雑、巧妙化している。今後、県がＤＸを推進していくため、
最新の技術を活用し、絶え間なく情報セキュリティ対策を実行していく。

デジタルを活用した取り組みの推進

主
な
事
業

問

答

　  近年の激甚化、頻発化する自然災害に対応するため、今後、治山事業に
どう取り組んでいくのか。
　  被災箇所の迅速な復旧と被害の拡大防止に備えるとともに、災害を防
ぐための対策を事前に行うことが重要と考える。既存施設の強靱化、長寿命
化を進めるとともに、災害が起こる前に治山施設を整備する予防治山事業
にも力を入れ、災害の防止に努める。

安全・安心

主
な
事
業

問

答

　 最先端医療・最新技術の追求は、短時間で成果が出ないことは理解するが、
見える化が非常に重要である。今後、施策にどう取り組んでいくのか。
　  市町村と連携した生活習慣の改善に向けた実証事業の住民参加を得た
実施、県内企業の健康経営推進、働く世代に未病の改善を実践してもらえる
取り組みなど、効果をより実感できるよう見える化を図り、ヘルスケア・
ニューフロンティアを推進していく。

ヘルスケア・ニューフロンティア※5の推進

主
な
事
業

問

答

　  脱炭素社会の実現に向けた太陽光やＥＶのさらなる普及にどう取り組ん
でいくのか。
　  ＥＶの導入や急速充電設備の整備に対する補助を新たに実施する。
また、太陽光発電を設置した住宅等とＥＶの間で充給電を行うＶ２Ｈ設備※9

の導入に対する補助も充実させ、太陽光発電とＥＶを同時に普及させる
神奈川らしいモデルの提案を通じて、脱炭素化を積極的に進めていく。

経済のエンジン

主
な
事
業

問

答

　  誰ひとり取り残さない、ともに生きる共生社会の実現のため、様々な困難
を抱える県民全てに対し、人権尊重の視点を持って施策を推進していくべき
だが、見解を伺う。
　  生活困窮者対策推進本部と共生推進本部の本部長である知事自らがリーダー
シップを発揮し、人権尊重の視点をしっかり持ちながら、困難を抱える県民の暮らしを
公助と共助の両面から全力で支援し、誰ひとり取り残さない神奈川の実現を目指す。

ＳＤＧｓの取り組みの推進

主
な
事
業

問

答

新型コロナウイルス感染症対策
特 別 委 員 会

　オミクロン株、宿泊療養施設、ワクチン
接種、ＰＣＲ等無料検査事業、中和抗体療法
などについて質疑を行いました。

経 済 活 性 化
特別 委 員 会

商店街アドバイザー派遣事業、観光振興
条例・計画の見直し、観光需要喚起の取り
組み、ベトナム文化等交流事業などについ
て質疑を行いました。

安 全 安 心 推 進
特別 委 員 会

　リニア中央新幹線、かながわ都市マスタープ
ランの推進、持続可能な都市づくりに向けたアフ
ターコロナへの対応、第８回線引き見直し※10に向
けた検討状況などについて質疑を行いました。

共 生 社 会 推 進
特別 委 員 会

津久井やまゆり園の再生、インクルーシブ教育※8

の推進、障がい者スポーツの推進、ともに生きる
社会かながわ憲章の普及、中井やまゆり園におけ
る利用者支援などについて質疑を行いました。

社 会 問 題 対 策
特別 委 員 会

　生活困窮者対策推進本部の設置、子ども
食堂への支援、コミュニティの再生・活性
化、デジタル戦略の推進などについて質疑
を行いました。

コロナ禍で影響を受けた中小企業等への補助
中小規模事業者省エネルギー設備導入支援補助
電気自動車（ＥＶ）等の導入促進
国内観光客誘致のための戦略的取り組み

79億4,369万円
1億4,661万円
5億7,350万円
2億 642万円

地震災害対策の強化等、観測・調査研究の推進
緊急に実施することで被害を最小化するハード対策
特殊詐欺被害防止対策推進事業費
消費者教育・啓発の推進

14億7,497万円
72億8,960万円

7,200万円
5,539万円

三浦半島魅力最大化プロジェクト推進費
スポーツツーリズム推進事業費
村岡・深沢地区におけるまちづくりの促進
ホームドア設置促進事業費補助

2,106万円
308万円

1,000万円
1億433万円

ＳＤＧｓつながりポイント事業費
ＳＤＧｓ金融促進事業費
ＳＤＧｓ担い手活躍支援事業費
ＳＤＧｓアクション加速化促進事業費

1,500万円
2,819万円
690万円

2,150万円

未病指標の機能向上と未病改善に取り組む市町村の支援
科学技術イノベーション共創拠点推進事業費
ヘルスケアＩＣＴシステム推進事業費
ライフステージに応じた未病対策

6,038万円
1億9,353万円

5,915万円
3億1,101万円

データ統合連携基盤の取り組み
行政手続のオンライン化とキャッシュレス化の推進
新型コロナウイルス感染症対策ロボット開発支援事業費
観光客受入環境整備費補助

1億2,576万円
4,051万円
3,014万円
3億968万円

5https://kanagawa-pref.stream.jfit.co.jp/
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令和3年度関係議案

議案と各会派の賛否

憲
章
全
文
は
こ
ち
ら
▼

県
立
津
久
井
や
ま
ゆ
り
園
で
の
大
変
痛
ま

し
い
事
件
を
決
し
て
忘
れ
ず
、
真
の
共
生

社
会
の
実
現
に
向
け
、
継
続
し
て
取
り
組

ん
で
ま
い
り
ま
す
。

可 決 さ れ た 意 見 書 等可 決 さ れ た 意 見 書 等可 決 さ れ た 意 見 書 等可 決 さ れ た 意 見 書 等

●障害者虐待防止法の改正等を求める意見書
●介護職員の処遇改善に関する制度の簡素化と弾力的な運用を求める意見書
●動物を虐待等から守るための法整備を求める意見書
●医療機関へのサイバーセキュリティ体制の整備に対する支援を求める意見書
●緊急事態に対する法令等の見直しを求める意見書

可決された意見書【5件】

●ロシアによるウクライナへの侵略に断固抗議する決議
可決された決議【1件】

可決された意見書等の全文は
県議会ホームページに掲載しております。

第1回臨時会 ○は賛成×は反対
▲は欠席者等（会派名：左から　自民党、立憲民主党・民権クラブ、公明党、県政会、共産党、かながわ県民・民主フォーラム、わが町、大志会、神奈川ネット、横浜瀬谷区の会） 

審議
結果議案の分類 議 案 名 備考

第1回定例会
○は賛成×は反対（会派名：左から　自民党、立憲民主党・民権クラブ、公明党、県政会、共産党、かながわ県民・民主フォーラム、わが町、大志会、神奈川ネット、横浜瀬谷区の会）
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神奈川県議会  意見書
https://www.pref.kanagawa.jp/gikai/p80118.html
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令和３年度補正予算(1件)

令和３年度補正予算
(20件)

条例の一部改正
(9件)

契約(4件)

その他(4件)

人事(1件)

一般会計補正予算（第22号）

一般会計補正予算（第23号）
市町村自治振興事業会計補正予算（第１号）
公債管理特別会計補正予算（第１号）
公営競技収益配分金等管理会計補正予算（第１号）
地方消費税清算会計補正予算（第１号）
災害救助基金会計補正予算（第１号）
恩賜記念林業振興資金会計補正予算（第１号）
水源環境保全・再生事業会計補正予算（第２号）
介護保険財政安定化基金会計補正予算（第１号）
国民健康保険事業会計補正予算（第１号）
地方独立行政法人神奈川県立病院機構資金会計補正予算（第１号）
中小企業資金会計補正予算（第１号）
県営住宅事業会計補正予算（第２号）
流域下水道事業会計補正予算（第１号）
電気事業会計補正予算（第２号）
一般会計補正予算（第24号）
流域下水道事業会計補正予算（第２号）
酒匂川総合開発事業会計補正予算（第２号）
一般会計補正予算（第25号）
一般会計補正予算（第26号）
神奈川県行政書士試験手数料条例
収入証紙に関する条例
神奈川県手数料条例
過疎地域における県税の課税の特例に関する条例
神奈川県高圧ガス保安法関係手数料条例
神奈川県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料条例
宅地建物取引業法施行条例
港湾の設置及び管理等に関する条例
神奈川県道路交通法関係手数料条例
工事請負契約の締結（県営緑ケ丘団地公営住宅新築工事（５期－建築）請負契約）
工事請負契約の締結（県営伊勢原団地公営住宅新築工事（１期－建築）請負契約）
工事請負契約の締結 (県営二宮団地公営住宅新築工事(１期－建築）請負契約）
工事請負契約の締結（津久井警察署新築工事（建築）請負契約）
建設事業等に対する市町負担金
訴訟の提起
地方独立行政法人神奈川県立病院機構中期計画の変更の認可
建設事業に対する市町負担金
教育長の任命 

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

同意

欠席者等5名

欠席者等2名

欠席者等2名

欠席者等1名

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ▲ 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

欠席者等2名

欠席者等2名

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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議会かながわは、県議会の審議の概要や活動内容を、年4 回お知らせしており、新聞折り込み、県庁、市町村窓口、一部の金融機関、駅、コンビニ等でも配布しています。



令和4年度関係議案

令和4年第２回定例会・会議等の予定

会期：５月17日から７月８日まで（53日間）

※議会の日程は、変更される場合があります。
※最新の日程は、県議会ホームページでご覧いただくか、
　議会局までお問い合わせください。

第1回定例会
○は賛成×は反対（会派名：左から　自民党、立憲民主党・民権クラブ、公明党、県政会、共産党、かながわ県民・民主フォーラム、わが町、大志会、神奈川ネット、横浜瀬谷区の会）

審議
結果議案の分類 議 案 名 備考

議会運営委員会、本会議
議会運営委員会
議会運営委員会、本会議
議会運営委員会、本会議
議会運営委員会、本会議

常任委員会
（厚生、産業労働、建設・企業、文教）
議会運営委員会

5月17日(火)
18日(水)
20日(金)
24日(火)
25日(水)

6月2日(木)

14日(火)

17日(金)
20日(月)

3日(金)

令和４年度予算
(22件)

条例の一部改正
(17件)

その他(2件)

一般会計予算
市町村自治振興事業会計予算
公債管理特別会計予算
公営競技収益配分金等管理会計予算
地方消費税清算会計予算
災害救助基金会計予算
恩賜記念林業振興資金会計予算
林業改善資金会計予算
水源環境保全・再生事業会計予算
沿岸漁業改善資金会計予算
介護保険財政安定化基金会計予算
母子父子寡婦福祉資金会計予算
国民健康保険事業会計予算
地方独立行政法人神奈川県立病院機構資金会計予算
中小企業資金会計予算
県営住宅事業会計予算
流域下水道事業会計予算
水道事業会計予算
電気事業会計予算
公営企業資金等運用事業会計予算
相模川総合開発共同事業会計予算
酒匂川総合開発事業会計予算
地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例
神奈川県統計調査条例
神奈川県職員定数条例
職員の服務の宣誓に関する条例及び公安委員会の委員の服務の宣誓に関する条例
職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例
職員の育児休業等に関する条例
神奈川県立伊勢原射撃場条例
神奈川県青少年保護育成条例
指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
神奈川県立衛生看護専門学校条例
国民健康保険法施行条例
旅館業法施行条例
公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準等に関する条例
神奈川県県営上水道条例
市町村立学校職員定数条例
神奈川県地方警察職員定数条例
建設事業等に対する市町負担金
包括外部監査契約の締結

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

原案可決 欠席者等2名〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自
民
立
民
公
明

共
産

県
政

民
主
わ
町
大
志
神
ネ
瀬
谷

総務政策、防災警察、
国際文化観光・スポーツ、環境農政

常任委員会

本会議（代表質問）
本会議（一般質問）

21日(火)
23日(木)

24日(金)

28日(火)

29日(水)

30日(木)
7月5日(火)
7日(木)
8日(金)

特別委員会
常任委員会（全委員会）
議会運営委員会
議会運営委員会、本会議（採決）

総務政策、防災警察、
国際文化観光・スポーツ、環境農政

常任委員会

常任委員会
（厚生、産業労働、建設・企業、文教）

議会運営委員会、
本会議（知事提案説明）、議案説明会
本会議（代表質問）
本会議（代表質問）

7日(火)

議会運営委員会、
本会議（一般質問、付託）

インターネット議会中継のご案内

　県議会ホームページでは、議会の模様を生中継及び録画配信し
ています。配信しているのは、本会議、議会運営委員会、常任委員
会、特別委員会、予算委員会、決算特別委員会です。

https://kanagawa-pref.stream.jfit.co.jp/検索神奈川県議会 ネット中継

会　派　名 議員数呼　称
自由民主党神奈川県議会議員団
立憲民主党・民権クラブ神奈川県議会議員団
公明党神奈川県議会議員団
県政会神奈川県議会議員団
日本共産党神奈川県議会議員団
かながわ県民・民主フォーラム神奈川県議会議員団
わが町
神奈川ネットワーク運動
横浜瀬谷区の会
合計（9会派）定数105人

49人
29人
 8人
 5人
 5人
5人
 1人
 1人
1人

104人

自民党
立憲民主党・民権クラブ
公明党
県政会
共産党
かながわ県民・民主フォーラム
わが町
神奈川ネット
横浜瀬谷区の会

（令和４年４月11日現在）会派別議員数等

４月11日付けで、菅原直敏議員（大志会）が、かながわ県民・民主フォーラムに入団しました。
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県議会スケジュール
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

第2回定例会 第3回定例会第１回定例会

議会日程は、県議会ホームページでご覧になれます。

※令和３年には、新型コロナウイルス感染症対策に関する議案審議のため、３回の定例会のほかに、計７回の臨時会を開催しました。

県議会の活動

全議員で行う会議を「本会議」といいます。

本会議

議長が宣告します。議員定数（105人）の半数以
上の議員の出席が必要です。

議案とは、県議会の議決を経るため、知事や議員が
議長に提出する条例などの案件のことをいいます。

提出者が議案の内容を説明します。

議員が議案や県の仕事について質問や質疑を行
い、知事などが答弁します。

質問・質疑が終わると議案などをさらに詳しく
調べるために、委員会に付託します。

付託された議案や請願などについて、いろいろ
な角度からよく調べ、委員会として賛成か反対か
の態度を決めます。

すべての委員会が終わると、委員会の審査結果
を報告します。

委員会報告の後、議案について賛成か反対かを
明らかにし、その理由を述べます。

議案についての賛否を、原則として出席議員の
過半数の賛成で決めます。

すべての議案の採決が終わると、閉会となります。
採決の結果は、議長から知事に通知され、知事は
これらをもとに仕事を進めます。

開会

議案提出

提案説明

質問・質疑

委員会付託

討論

委員会報告

採決

閉会

県議会
とは

県民の皆さま一人ひとりの
心豊かな暮らしと地域の夢を実現するために、
県議会議員が県政について話し合い、
決めていく場です。

本会議での採決時の様子

主な委員会を紹介します。

委員会

　県議会では、議案説明会、開かれた議会づくりのため
の広報委員会、議会改革検討会議などの諸会議が開催さ
れています。

その他の会議

委員会
付託議案審査
説明聴取・質疑・採決

議会に与えられた仕事の中で最も重要なもので、条例の制定・改正・
廃止、予算の決定、決算の認定、金額の高い契約の締結など県政の重要
な事項について議決します。

議決

議会に提出された請願や陳情をいろいろな観点から審査し、その内容
が適当と認められるときは、採択・了承します。

請願・陳情の審査

議会の議長、副議長のほか、選挙管理委員などを選挙します。また、
副知事、教育委員会の教育長・委員など重要な地位に就く人を知事が
任命・選任する場合には、議会の同意が必要です。

選挙と同意

県の仕事が議会で決めたとおり正しく行われているかどうか、事務の内
容を検査・調査したり、必要がある場合には、関係人の証言や記録の提
出を求めます。

検査と調査

●常任委員会
　常設されている委員会で、本会議から付託された議案、請願の審査を行う
ほか、部局の所管事項に関する調査も行っています。条例によって８つの常任
委員会が設置され、議員はいずれか１つの委員会に所属しています（議長は
除きます）。

●議会運営委員会
　議会を円滑に運営するた
めに設けられています。
　議会の運営、会議規則や
委員会条例に関することなど
を協議・審査します。

●特別委員会
　特定の事件について審査・調査するために、必要があるときに設けられます。

●予算委員会
　予算及び予算関係の議案の審査
を横断的かつ多角的に行うために
設置されます。
　本県議会では、原則として第１
回定例会中に開催されます。
　ただし、補正予算を審査する必
要がある場合、他の定例会におい
ても開催することができます。

　県議会の使命は、民意を代表する議員の多彩な議会活動を通じて、県民の皆さまの
多様な意見を集約し、県政に適切に反映させることです。
　具体的には、「議事機関」として、代表である議員が政策立案、行財政運営の監視など
を行います。
県議会で決定されたことを実行するのは知事をはじめとする「執行機関」であり、

議事機関である県議会と執行機関である知事等が対等かつ緊張ある関係を保持しな
がら、切磋琢磨（せっさたくま）し、県政を運営していきます。

●教育委員会
●公安委員会
●その他の
行政委員会

●議長
●副議長
●本会議
●委員会

（執行機関）
知事

（議事機関）
県議会

県民

国会・政府

対等・緊張関係

知事の選挙
請願・陳情

事業の実施

議員
の選
挙

請願
・陳
情

議会
報告

要望
・意
見

意見書の提出
要望活動

議決
検査・調査

予算・条例等の
提案
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